




























































出所:小宮 (2004)，7頁。原出所:Gartner Dataquest 
一一-SEMATECHの分析一一 3 
これを企業レベルで見るならば， 1980年には半導体企業の上位10社のうちには，アメリカ
が 5社入り (TI，Motorola， Nationa1， Intel， Fairchild)，日本企業は NEC，Toshiba， Hitachi 
の 3社にすぎなかった(表l参照)。しかし， 1990年には， 日本企業は 6社 (NEC，東芝，
目立，富士通，三菱，松下)がランキングに入り，アメリカ企業は 2社 (Motorola，Intel) 
に後退した。(ただし， IBM， AT&Tなどの自社消費企業 captivefirmを除く。)
表1世界10大半導体企業(外販)(1980・192)
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出所:Grindley， Mowery皿 dSilverman， p・738
注 1:merchantは外販企業， captiveは自社消費企業を意味する。
注 2:1984年のIBMの半導体生産額は28億ドル， AT&T4億ドル， NECは17億ドルであった。 Thornberry，p. 666 
さらに詳細にセマテック設立前の状況 (1984-1986)を見ると(表2参照)， 日本企業5
社がトップ10入りし，アメリカ企業は 4社 (Motorola，TI， Intel， Nationa1)となり，僅差で
AMDが1位に入っている状況である。 1986年には日本企業が 6社となり，アメリカ企業は
3杜に減少している。
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表 2 半導体企業ランキング， 1984・86
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出所:Yoffie and Gomes-Casseres(1994)， pp. 74-75. 
しかし， 1992年になると， 1 位はアメリカ企業のインテルとなり，またTI，モトローラも
その地位を維持している。他方で，日本企業は 6 社と健闘しているが， 1990年代以降，半導
体産業総崩れと言われる状況の端緒と思われるような停滞が見受けられる。
このような日米再逆転の背景には， DRAM市場におけるアメリカ企業の崩壊(マイクロン
社を除く)， 日本企業の制覇，だが， DRAMなどのメモリー市場に代わって， PC用のMPU
市場の急成長が存在する。 1985年にインテルはDRAMから撤退したが，この判断は経営史








図2 半導体製品別の売上高 図3 半導体製品別シェア
100 
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図2，図3のj京出所:霞子ジャー ナル『半導体デー タブック，jプレスジャー ナル WVLSIReport.lなど







表3 アメリカ半導体生産(IC)のエンドユーザー 表4 ICのエンドユーサー
恥farkets 1962 1965 1969 1974 1978 E切"ωe 帥1IledSiω脂 J'pa飽 l'¥ht=胸中
口0'白書mcnt 100% 5田6 3剖る 200.4 10% 1982 1開5 1982 2開5 191!2 Z凱8，
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白町田r 40 .n 36 出 20 
i'e1ecoMmuni田 tlOIU 21 10 10 13 20 29 
lnd出仕;.1 16 30 38 Ind出国!Il 1 10 17 6 25 19 
Milil:uy Amd Aerc>pl¥国 17 18 o 。 g 7 
Consumer 15 15 Consu.meo 11 16 51 .5 26 25 
Totl.l U.S， donleは" $4 $7ヲ $413 Sl.'!.04 担，0&0 ぬIoIJQ;OECD(1蝿5)
ぷpments(miltions) N，飽Ilnc:1¥I師岬帥伺MumpOfln
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Logic. Micron. Harrisなどの小企業に分けられる。こうした 3層構造がアメリカ半導体産
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業の特徴で、あった (6)。

































































一方， 1977年に 5杜 (Fairchild，Nationa1 Semiconductor， Intel， AMD， Motorola)の半導











































































































































































第二に，外販企業と自社消費企業の両方を含み また半導体市場全体の 3分の 2以上をカ
バーしていたこと。すなわち産業界全体のコンソーシアムで、あった。

















フェーズ 1 1990年までに 線幅を 800ナノ・メーター
フェーズ 2 1992年までに，車泉幅を 500ナノ・メーター



















































































































1989 1990 1991 1992 1993 (予)
米系業者 4，488 4，487 4，714 5，124 6，060 
47% 44% 47% 51% 51% 
日系業者 4，047 4，865 4，532 4，170 4，873 
42% 48% 45% 41% 41% 
その他 1，054 869 838 852 953 
11% 9% 8% 8% 8% 




1989 1990 1991 1992 1993 (予)
米系業者 2，845 3，000 2，669 3，000 3，600 
79% 77% 79% 80% 82% 
日系業者 575 760 491 n.a. n.a. 
16% 19% 15% n.a. n.a. 
その他 195 161 202 n.a. n.a. 
5% 4% 6% n.a. n.a. 




ウエハー処理装置 4，516 4，654 
(米系業者対日系業者 48%/47% 45%/45%) 
フォトリソグラフィー装置 1，647 1，343 
(米系業者対日系業者 26%/63% 21%/66%) 
ウエハー露光 1，207 803 
(米系業者対日系業者 18%171% 12%172%) 
マスク作成尽装霞 59 * 
レジスト処理装置 382 申
膜形成装置 967 1，115 
(米系業者対日系業者 48%/33% 65%/30%) 
拡散・酸化装霞 343 322 
(米系業者対日系業者 41%155% 39%/59%) 
イオン注入装置 471 384 
(米系業者対日系業者 62%/37% 60%/38%) 
エッチング装霞 1，086 1，491 
(米系業者対日系業者 n.a. 59%/36%) 
組み立て装鐙 911 954 
{米系業者対日系業者 36%/47% 31%/46%) 
検家測定診断・マテハン裟援 2，975 2，488 
(米系業者対日系業者 45%145% 64%/30%) 
合計 8，456 8，096 










それは 1991年に発足した iMicrotech2000Jプロジ、ェクトである。 1991年 4月， NACSと
連邦科学技術政策局はワークショップを開催し，全米から 70人ほどの技術者をノース・キャ
ロライナに集めた。ここから「マイクロテック 2000Jが誕生し，半導体企業の羅針盤として
機能していくことになった。 1991年 9月には， 200mmのウエハーサイズ実現のための共同チー
ムである i200mmプロジェクト・コア・チーム」が生まれ，これは1992年のNTRS(National 

























































出所:Irwin and Klenow， Journal (1996)， p. 37 
【注】
( 1 )湯之上 (2012)，第1章，第2牽参照。
( 2 )芋苧.(~0!2). アは.ロジック系には， ASIC (特定用途向けIC，ユーザー限定)と ASSP(特定用途向け.
ユーザー非限定)の2種類があるが，日本は ASICにカを入れ，よりマーケットが大きく，量産可能でマー
ジンも大きいASSPを軽視した問題点が指摘されている。
( 3) Thornberry (2002)， p.666 
( 4 )上記出所などからの私の推計。
( 5 )注 (2)に同じ。
( 6) Berlin (2005)， p.282なお， 1989年， IBMとモトローラは共同で新笑験所を設置し，それをマイクロン
にライセンスした。それは， 4メガピット DRAMの製造施設であった。 Thornberry，p.671 
( 7) Berlin (2005)， p.295. 
( 8 )畑 (2006)，18頁。
( 9) Langlois & Steinmuller (1999). p.69. 
(10) Berlin (2005)， p.295. 




再び戻した。宮回 (2001)，第4章参照。なお， DARPAは，インターネットの板形となる 1960年代の
ARPANETを支援したことで有名である。 ARPANETは， 1980年代に NSFNETとなり， 1990年代に
wwwで有名なインターネットへと進化したのである。宮田 (2001)，153頁。





(17) r 日本経済新聞~ 2013年3月3目。
(18)佐キ木 (1993)，56頁。
(19)同， 41 -43頁。
(20) Thornberry (2002)， p.671. 
(21)富田 (2001)，第3章と第4章。
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(22)佐々木 (1993).67頁。宮田 (2001).65 -68頁。
(23)鴨志田・三浦 (2008).62頁。 Thornberry(2002). p.657. 
(24) Wall Street Journal， July 28， 1988. 
(25)サクセニアン(1995)。同書を通じての，サクセニアンの基本メッセージである。
(26) Thornberry (2002). p.669. Browning， Beyer & Shelter (1995)， p.129. 
(27) Wall Street Journal， Nov.17， 1987， J an.8. 1988. 
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(29) "Corporate 1nforrnation"， http://www.sernatech.org. April 12， 2005. 13社は次の通り。 AMD.AT&T， 
Digital Equiprnent， Harris Corporation， Hewlett-Packard. Intel， IBM， LS1 Logic. Micron Technology， 
Motorola， Nationa1 Semiconductor， Rockwell Internationa1， Texas Instruments. 
(30) Irwin & Klenow (1996)， p.12740 
(31) Wa1l Street JournaL March 5， 1987 
(32) Thornberry (2002). p.679. 
(33) Berlin (2005)， pp.291-292. 
(34)佐々 木，59貰。
(35) Berlin (2005)， p.296. 
(36) "Corporate 1nformation" http://www.sematech.org. Apri1 12， 2005. 
(37) lrwin & Kllenow. p.12740. 
(38) Procassini (1995)， pp.283-284. 
(39) Spencer & Grindley (1993). p.26. 
(40)畑， 18頁。
(41) Browning & Shelter， pp.36.166 
(42) Quality， Feb.l993. 
(43) Spencer & Grindley. p.21 
(44) lrwin & Klenow， p.12740. 
(45) Berlin (2005)， p.288. 
(46) Brow叫ng，Beyer & Shelter， p.l45. 
(47) Thornberry. p.684. 
(48) lbid.， p.681. 
(49) Langlois & SteinmulIer， p.64 
(50) Thornbeロγ，p.679. 




(55)ムー ア， 229 -231頁。
(56) Langlois & Steinrnuller， pp.62-64. 
(57) lbid. 
(58) Spencer & Grindley， p.10.Irwin & Klenow， p.12740. 
(59) rメモリーチ、yプスの生産における段階の多くは，マイクロプロセッサーのような他のチップスと同一で
あるJolrwin & Klenow， pp. 12739-40. ASICとASSPについては.注2参照。
(60)最後に，アメリカの半導体メーカーの収益性の図5を掲げておく。収益性については，今後の検討課題と
したい。
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付表1 半導体企業世界出荷ランキング (2013)
企業名 シェア(%) 売上(億ドル)
インテノレ(米) 15.4 527(527) 
サムスン(韓) 9.7 331 
クアルコム(米) 5.5 188(248) 
SKハイニックス(韓) 4.0 136 
マイクロン(米) 3.8 130 
東芝(日) 3.6 123 
TI(米) 3.4 116(122) 
ブロードコム(米) 2.6 89 
STマイクロ(スイス) 2.6 89(80) 
ルネサス(日) 2.5 86 
. . . . . . 





アプライドマテリアルズ(米) 16.2 75 
ASML (蘭) 15.7 73 
ラムリサ}チ(米) 9.4 44 
東京エレクトロン(日) 9.1 42 
阻Aテンコール(米) 6.4 30 
大日本スクリ}ン製造(日) 3.6 17 
B立ハイテクノロジーズ(日) 2.6 12 
アドパンテスト(日) 2.5 12 
テラダイン(米) 2.4 1 
ニコン(日) 1.9 9 
. . . . . .・ 4・・・・・・・














































































1955 フォトレジスト導入(ベル研究所); Shockley Semiconductor社設立 (PaloAlto) ;IBM.磁気コアメモリー
を開発
1956 AT&T. 同意判決により特許公開 (1984 AT&T.分割)。ノイス，ショックリー入社。
1957 Fairchild Semiconductor社設立 (8人衆);親会社はロングアイランド ショセットのFairchildCamera 
and 1nstruments (Sherman Fairchildがオーナー)
1958 プレーナー型トランジスター(ジャン・エルニー，フェアーチャイルド); RCAの同意審決(国内企業
は無償でライセンス使用); ARPA設置 (1972DARPA. 1993ARP A.1996DARP A) 
1959 1Cの発明(ジャァク・キルビー.TI.ロパート・ノイス. 7:Lアーチャイルド)
1966 MOS型1C(アンドルー・グローブ，フェアーチャイルド)
1968 インテル設立 (IntelCo叩oration)(Robert Noyce. Gordon Moore. Andrew Grove) 
1969 AMD設立 (}errySanders) 
1970 1k bit DRAM (インテル)(←magnet core memory) ; CCDの発明(ベル研)01970年代にIBM研究所，
RISC開発。
1971 MPU4004. SRAM， EPROM (インテル)0FD (IBMのアラン・シュガート); SEM1 (Semiconductor 
Equipment and Materials 1nstitute)設立。後にSEMInternationalに名称変更。
1973 モトローラ.セルラーフォンの前身導入
1974 Zailog社設立， 8080の上位互換8ピット CPU，Z-80を発表;Trade Act (Section 301) 
1975 Altair最初のPC; Microsoft設立 (BilGates. Paul Allen) 
1976 超LS1技術研究開発組合 (NEC.富士通，三菱，目立，東芝) (→1980) ; Apple Computer設立 (Steve
J obs. Steve W ozniack) ;最初のワープロ ElectricPencil 
1977 S1A (Semiconductor Industry Association)設立 (5社); field programmable logic発明 (Monolithic
Memories 1nc.) 
1978 Micron設立 (Boise，1daho) 
1979 Motorola. M6809. M68000を発表
1980 VHS1C (Very High Speed Integrated Circuit)がDoDによって設立 Stevenson-WydlerTechnology 
1nnovation Act ; Bayh-Dole Actバイ・ドール法;IBM. PC発売
1981 LS1 Logic.ゲートアレイ導入;経済再生税法EconomicRecovery Tax Act 
1982 SRC (Semiconductor Research Corporation)設立;IBMの反トラスト訴訟，和解
1983 MCC: Microelectronics and Computer Technology Corporation設立;モトローラ，セルラーフォン商用
化
1984 半導体チップ保護法SemiconductorChip Protection Act Cintellectual property protection) ;IMEC. 
ASML設立;国家共同研究法 (NationalCooperative Research Act) 
1985 インテル.DRAMから撤退(他社も追随，残ったのはMicron.TI.IBM)
1986 連邦技術移転法FederalTechnology Transfer Act; R&D T位 Creditの延長
1986.5 日米半導体協定;S1A. SRC共同会議を開催
1986.6 S1A. Sporckに業界協調の努力を依頼。










1988 NACS: National Advisory Committee and Semiconductors (米国半導体諮問委員会)設立(→1991): 
NCR参加(14社):ノイス会長 :SRCと共同で COEプログラム :4月.Austinに移転:T1と目立.
16Mの生産で合弁会社:包括的通商・競争力法OmnibusTrade and Competitiveness Act 
1989 セマテック，製造装置に力点:U.S.Memories構想，サンデイア国立研究所.オークリッジ国立研究所と
パートナーシップ;国家競争力技術移転法
1989.3 宜rstwafer lot ; :最初のCOE設置:Phase I達成 (0.8micron on 4Mb DRAM. 64K SRAM) 
1989.11 IBM.マイクロンに4MDRAMの技術をライセンス;Supplier Relations Action Council and Total 
Quality Task Force設置
1989.12 大学などと半導体製造の教育カリキュラム策定
1990 3社.脱退表明 (LS1Logic. Micron. Harris Corp) (実際には. 1992と1993); Partnering for Total 
Quality Program :政府補助金停止の可能性
1990.4 JESS1と協力プロジェクト
1990.6 0.5ミクロン線幅回路を純アメリカ製設備で製造 (PhaseI 達成):ノイス死去
1991 日米半導体協定更新:High-Performance Computing Act: : Roadmapの前身作成 (Microtech2000) : 
AMD.80386互換のAm386発表
1991.9 200mm Project Core Team発足
1992 1ntel.半導体で世界一位に返り咲く;第2次SEMATECH発足:LS1 Logic. Micron脱退 (Harrisは
1993) : National Technology Roadmap for Semiconductor (a 15-year roadmap). 1994.1997に改訂;サ
ムスン.DRAMで世界l位に。
1993 Samsung. MOSメモリーで世界1位，環境問題の重要性;1月.Phase II達成 (0.35micron) :アメリカ，
シェアで日本を逆転;国家共同研究生産法NationalCooperative Research and Production Act 
1994 セマッテク理事会.1996年以降の政府補助金辞退を決定;シリコン・ウエハー・サミァト
1995 日本市場で外国製半導体が20%を超える。 1300I(International 300mm 1nitiative)宏子会社として設立
1996 Partnering for Workforce Development Programを策定
1997 セマテック，民間企業に移行(最終政府資金受領)
1997.7 1300Iと J300(日本)がGlobalJoint Guidance Agreementに調印
1998 American Competitiveness and Workforce 1mprovement Act : International SEMATECH (1SMT)を
子会社として設立(海外企業は5社)
1999 Next Generation Lithography (EUV. EPL) ; 1TRS99 (1nternational Technology Roadmap for 
Semiconductors) 
2000 SEMATECHを1SMTに改称(ブランドのみ);マイクラスキャン.157nm micro stepper 
2001.4 SELETE: Semiconductor Leading Edge Technologies. 1nc半導体先端テクノ
ロジーズ(→2006.3): ASUKA (2001.4) : SEMATECH. SELETEおよびJEITAと協力関係
2002.8 ISMT. SUNY at Albanyと提携;MIRA1 (Millennium Research for Advanced 1nformation 
Technology)設立
2003.2 1SMT.新コンソーシアム.1SMI (International SEMATECH Manufacturing lnitiative)を立ち上げる
2004 テキサス州と ISMT.AMRC (Advanced Mat巴rialsResearch Center)を設立
2004.9 1SMTをSEMATECHに戻す。
2006 マイクロン復帰。 NEC. }レネッサス新規加入
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略語一覧
AEA: American Electronics Association 
AMA T:App!ied Materials Inc. 
AMD: Advanced Micro Devices 
AMRC: Advanced Materials Research Center 
ANSI: American National Standards Institute 
ARMC: Advanced Material Research Center 
ASET: (超先端電子技術開発機構) (1996 -) Association of Super凶AdvancedElectronics Technologies 
ASIC: application specific integrated circuit 
ASML: (1984-)オランダ (AdvancedSemiconductor Material Lithography) 
ASPLA: Advanced SoC Plaぽ'ormCorporation 
ASSP: application specific standard product 
ASUKA: (2001.4 -) : Advanced Semiconductors through Collaborative Achievement 
ATDF: Advanced Technology Development Faci!ity 
A TP: Advanced Technology Program (最先端技術プログラム)
CBD: cell-based devices 
CBO: Congressional Budget Office連邦議会予算事務局
CCD: charge coupled device 
CORD: Center for Occupational Research and Development 
CISC: Complex Instruction Set Computer (PC用)
CRADAs: Cooperative Research and Development Agreements官民共同研究開発協定
CRT: cathode ray tube (陰極線管=ブラウン管)
DARP A: Defense Advanced Research Project Agency 国防高等研究計画局 (=ARPA)
DSB: Defense Science Board (国防科学審議会)
DSP: digital signal processor 
DVD: digital video disc 
EIAJ: Electronic Industries of Japan 
EL: electro lumine酒cence(冷光)
EMC: Equipment Manufacturing Center 製造装置センター
ESPRIT: European Strategic Program for Research and Development in Information Technology 
EUREKA: European Research Coordination Action 
EUV: extreme ultraviolet 極紫外線
FPD: flat panel display 
FSA: Fabless Semiconductor Association 
Federal Office of Science and Technology Policy連邦科学技術政策局
FPGA: field programmable gate array 
GAO: United States General Accounting 0血ce 会計検査院
GCA: Graphics Corporation of America 
GOCO: Govemment Owned-Conductor Operated 固有民営型
36 一一経 営 論 集一一
GOGO: Govemment Owned-Govemment Operated国有国営型
HALCA: Highly Agile Line Concept Advancement高効率次世代半導体製造システム技術開発2001.8-2004.3
HDM1: high definition multi interface 
HPCC: High Performance Computing and Communications program 高性能コンピューターー通信プログラム
IDM: Integrated Device Manufacturer (自社ブランドの製品設計から量産まで)
IIAP: 1MEC Industrial Affiliation Program 
1MEC: 1nteruniversity Microelectronics Center (ベルギー )
1SM1: Intemational SEMATECH Manufacturing lnitiative 
ISMT: Intemational SEMATECH 
13001: Intemational 300mm lnitiative 
1TRS: Intemational Technology Roadmap for Semiconductors国際半導体技術ロードマップ
J ASV A: J apan Semiconductor Ventures Association 
JEIDA: Japan Electronic 1ndustry Development Association日本電子工業振興協会
]EIT A: ]apan Electronics Information Technology Association電子情報技術産業協会
]ESS1: ]oint European Submicron Silicon Initiative (1989-)→ EUREKA 
]TEC: ]apanese T巴chnologyE注lucationCenter 日本技術評価センター
KS1A: Korean Semiconductor 1ndustry Association 
LS1: large scale integrated circuit 
LSN: large scale n巴tworking大規模ネットワーク
MARCO: Microelectronics Advanced Research Corporation (SRCの子会社)
MAST: Microelectronics Manufacturing Science & Technology 1988-93 
MEDEA: Microelectronics Development for European Applica甘ons(EUREKAのl部門)
M1RA1: (2001ふ2007)MiIl号nniumResearch for Advanced 1nformation Technology次世代半導体材料・プロセ
ス基盤技術開発プロジェクト
MCC: Microelectronics and Computer Technology Corporation 
MCU: micro controll巴runit 
MPU: micro processing unit 
MSC: Manufacturing Science Committee 製造科学委員会
MTC: Manufacturing Technology Center 製造技術センター
NACS: National Advisory Committee on Semiconductors (1988-91)半導体諮問委員会
NCRA: National Cooperative Research Act. 1984 
NEDO新エネルギー(・産業技術)総合開発機構 (1980~. 1998 ~) New Energy and Industrial Technology 
Development Organization 
NEM1: National Electronics Manufacturing lnitiative 全米電子機器製造業者協会
NERC: Nanoelectronics Research Corporation 
NlI: National Innovation 1nitiativ巴
NII: National Information Infrastructure 国家情報基盤(情報スーパーハイウェイ)
N1ST: National Institute of Standards and Technology標準技術局
NMST: Microelectronics Manufacturing Science and Technology (1988-ー.93)
NSTC: National Science and Technology Council国家科学技術審議会
NRC: National Research Council全米研究評議会
NSF: National Science Foundation全米科学財団
NSTC: Nationa1 Sci巴nceand Technology Council 全米科学技術会議
NTRS: National Technology 
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SEA]: Semiconductor Equipment Association of J apan 
SELETE : Semiconductor Leading Edge Technologies半導体テクノロジー
SEMATECH: Semiconductor Manufacturing Technology (1987.8 -1997--) 
37 
SEMI: Semiconductor Equipment andν1aterials International (最初はInstitute)半導体製造装荷-材料業者団
体 (1971-) 
SEMI/SEMATECH: (1987 -) 
SETEC: Semiconductor Equipment Technology Center半導体製造装置技術センタ-
SIA: Semiconductor Industry Association (1977 -)米国半導体工業会
SIRIJ: Semiconductor Industry Research Institute Japan日本半導体産業研究所 (94一)
SISA: Semiconductor Industry Suppliers Association 
SoC: system on a chip 
SRC: Semiconductor Research Corporation (1981 )ー
Si:スーパーシリコン研究所 (1996.3-2000.1) 
STARC:半導体理工学研究センター 1995ー (SRCをモデル)
STC: Semiconductor Technology Council半導体技術会議
STR]: Semiconductor Technology Roadmap Committee of Japan 
SVGL: Silicon Valley Group Lithography 
TEL: Tokyo Elec仕onLimited 東京エレクトロン株式会社
TFT: thin film transistor 
TLO: Technology Licensing Organization 
TRP: Technology ReinvestInent Program 
TSMC: Taiwan Semiconductor Manufacturing Company 
UMC: United Microel巴ctronicsCorporation 
USTR: United States Trade Representative 米国通商代表部
VCD: video compact disc 
VHSIC: Very High Speed Integrated Circuit (1979 -89) 
VLSI: very large scale integration ;超LSI技術研究組合共同研究所
VTR: video tape recorder 
WSC: W orld Semiconductor Council 世界半導体会議 (1996-)
WSTS: W orld Semiconductor Trade Statistics 
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